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表紙

上記各事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づ

き、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提

供措置事項記載書面）への記載を省略しております。

第75回定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項

＜事業報告＞

業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容

反社会的勢力排除に向けた基本方針及び整備状況

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

株式会社の支配に関する基本方針

＜連結計算書類＞

連結注記表

＜計算書類＞

個別注記表

酒井重工業株式会社
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業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容

業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容

当社の取締役及び職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制、その他会社の業務並びにその子会社からなる企業集団の業

務の適正を確保するための体制の整備についての決議の概要は、以下のとお

りであります。

(1)｢当社及び子会社の役員及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制」

①当社及び子会社の役員及び職員は、その職務の執行について、法令・定

款・社内規定及び企業倫理・社会規範を遵守することを基本とし、その

行動規範として企業行動憲章を定め、これを周知徹底させる。

②コンプライアンス担当役員を置き、コンプライアンス担当部署を設置す

る。

③コンプライアンス担当部署は、諸規定の整備、改訂、文書化を行い、役

員及び職員に対する研修、教育を実施する。

④法令・定款・社内規定上疑義のある行為等について、職員が直接コンプ

ライアンス担当部署に対して情報提供を行う手段を構築し、運営する。

(2)｢取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制」

取締役の重要な意思決定または取締役に対する重要な報告に関しては、そ

の情報を文書または電磁的媒体（以下、文書等という。）に記録し、保存す

るものとし、これら文書等の保存及び廃棄に関する文書管理規定を策定す

る｡

取締役は、常時これらの文書等を閲覧できるものとする。

(3)｢当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制」

①リスク管理を統括する担当役員を置き、リスク管理統括部署を設置す

る。リスク管理統括部署は、リスク管理規程を定め、リスク管理体制の

構築及び運用を行うとともに、組織横断的リスク状況の監視及び全社対

応を行う。
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業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容

②当社の役員及び各部門の長並びに子会社の取締役は、リスク管理規程に

定められた事項並びに各部門固有のリスクについて、それぞれの部門の

リスク管理を行う。

③当社の取締役及び各部門の長並びに子会社担当役員は、定期的にリスク

管理の状況を取締役会に報告する。

(4)｢当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する

ための体制」

①当社及び子会社の取締役会は、事業計画を定めて会社が達成すべき目標

を明確化するとともに、当社の部門及び子会社ごとの業績目標とその評

価方法を明確化し、部門担当役員の職務執行が効率的に行われる体制を

整備する。

②意思決定プロセスの簡素化等により意思決定の迅速化を図るとともに、

当社の重要な事項については経営会議における合議制により慎重な意思

決定を行う。

(5)｢当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制」

①当社のコンプライアンス担当部署は、当社グループ全体のコンプライア

ンス体制を適切に構築し、運用する。

②当社のリスク管理統括部署は、当社グループ全体のリスクの評価及び管

理の体制を適切に構築し、運用する。

③各子会社は、リスク管理規程に定められた事項並びに各子会社固有のリ

スクについて、それぞれの子会社のリスク管理を行う。各子会社の長

は、定期的にリスク管理の状況を取締役会に報告する。

④当社及び子会社は、当社が定める企業行動憲章を始め、情報の保存管

理、リスク管理等の諸規程を遵守する。

⑤当社の子会社担当役員は、当社の月１回開催される取締役会において、

子会社の事業概況及び財務情報或いは法令等違反・重大なリスク等の報

告を行う。
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業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容

⑥重要な事項に関しては、当社職務権限規程及び子会社に関する関係会社

管理規程に定める稟議申請を行うことにより、業務の適正を確保する。

⑦子会社の調査権に関し選定された監査等委員は、国内子会社の定例取締

役会等に出席し、法令・定款及び業務の適正性を監視する。

(6)｢監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項」及び「当該使用人

の取締役からの独立性に関する事項」並びに「当該使用人に対する指示の

実効性の確保に関する事項」

①監査等委員会は、内部監査室所属の職員に監査業務に関して必要な命令

をすることができる。

②監査等委員会より監査業務に関する命令を受けた職員は、その命令に関

して、取締役及び内部監査室長等の指揮命令を受けないものとする。

(7)｢当社及び子会社の取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制

及びこれらの者から報告を受けた者が監査等委員会へ報告するための体

制」並びに「前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利

な取扱いを受けないことを確保するための体制」

①当社及び子会社の役員及び職員またはこれらの者から報告を受けた者

は、会社に重大な損失を与える事項が発生しまたは発生するおそれがあ

るとき、あるいは役職員による違法または不正な行為を発見したとき、

その他監査等委員会が報告すべきものと定めた事項が生じたときは、速

やかに監査等委員会に報告する。

②監査等委員会に報告・相談を行った役員及び職員並びに子会社の役職員

に対し、報告・相談を行ったことを理由とする、不利益な取り扱いの禁

止を規定化する。
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業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容

(8)｢監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続きそ

の他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に

関する事項」

監査等委員会の監査に係る費用は予め予算化し、会社規定に準拠し、当社

に請求できるものとする。また、多額な費用が発生したとき或いはおそれの

あるときは、十分な説明または資料を提供し、請求できるものとする。

(9)｢その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体

制」

①役員及び職員の監査等委員会監査に対する理解を深め、監査等委員会監

査が実効的に行われる環境を整備する。

②監査等委員会と代表取締役等との定期的な意見交換会を開催し、また内

部監査部門との連携を図り、適切な意思疎通及び効果的な監査業務の遂

行を図る。
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反社会的勢力排除に向けた基本方針及び整備状況、業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

反社会的勢力排除に向けた基本方針及び整備状況

当社は、反社会的勢力には毅然として対応し、利益供与は一切行わないこ

とを基本方針としており、企業行動憲章において「社会の秩序や安全に脅威

を与える反社会的勢力とは断固として対決する」旨を宣言し、役職員の行動

規範として周知徹底を図っております。

また、コンプライアンス・リスク管理担当部署が、平素より本社所在地の

特殊暴力防止対策協議会を通じて情報収集と対応力向上に努め、不測の事態

には速やかに所轄警察署並びに顧問弁護士と連携し、解決を図ることとして

おります。

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

(1)内部統制システム全般

当社及び子会社の内部統制システム全般の整備・運用状況は、統制環境の

面から会計監査人及び内部監査部門のモニタリングを通じ、内部統制委員会

においてその結果の報告が行われました。モニタリング時に指摘された事項

は、適切に改善を進めて参りました。

また、金融商品取引法に基づく「財務報告に係る内部統制の有効性の評

価」を行っており、全般的に重要な欠陥は無かったと認識しております。

(2)コンプライアンス・リスク管理

財務統制・コンプライアンス・情報セキュリティの３部会からなる内部統

制委員会は、全取締役及び部門の長等がメンバーとなっており、当該事業年

度において３回開催致しました。

それぞれの部会から経過又は監査結果並びに活動状況報告がなされ、コン

プライアンス･リスク管理体制の運用状況の確認・検証を行って参りました｡

また、当社が定める「企業行動憲章」を、当企業グループに周知・徹底を

行ったほか、コンプライアンス研修及び社内諸規定の見直し・改訂も適切に

行って参りました。

(3)当社企業グループにおける業務の適正の確保

当社は、「関係会社管理規程」及びその他の社内規程に基づき、子会社及

び子会社担当取締役から、当社の取締役会において事業経営に係る重要な事

項である財務・リスク情報等の報告を行っております。
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反社会的勢力排除に向けた基本方針及び整備状況、業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

(4)内部監査

内部監査部門が作成した監査計画に基づき、当社及びグループ各社の監査

を実施するほか、会計監査人と協働で行って参りました。

(5)その他監査等委員会の監査が実効的に行われることの確保等

取締役である監査等委員は、取締役会に出席するほか、常勤の監査等委員

による重要な会議への出席あるいは重要書類等の閲覧をとおし、内部統制の

整備・運用状況を確認しております。

これらの活動をとおし監査等委員会は情報の共有化を図り、より実効的な

監査を行っております。

また、監査等委員会は、代表取締役等との定期的な会合を当該事業年度に

おいて４回開催し、相互の理解を深めるための意見交換を行ったほか、内部

監査部門と連携を図り、効果的な監査業務を遂行して参りました。
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株式会社の支配に関する基本方針

株式会社の支配に関する基本方針

(1)基本方針の内容

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価

値や経営理念、当社企業価値の源泉、顧客企業等の当社のステークホルダー

との信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確

保・向上させる者でなければならないと考えております。

一方で、当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場に

おける当社株式の自由な取引を尊重し、会社の支配権の移転を伴う特定の者

による当社株式の大規模な買付け等であっても、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益の確保・向上に資するものである限り、これを一概に否定する

ものではありません。また、当社株式の大規模な買付け等に係る提案に応じ

るかどうかについては、最終的には株主の皆様の決定に委ねられるべきだと

考えております。

しかしながら、当社株式の大規模な買付け等に係る提案の中には、その目

的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益に対して明白な侵害をもたら

すおそれのあるもの、株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれのあ

るもの、当社の株主の皆様や取締役会が買付けや買収提案の内容等について

検討し、当社の取締役会が代替案を提示するために合理的に必要な期間・情

報を与えないもの、当社の企業価値を十分に反映しているとはいえないもの

等もありえます。

当社は、上記の例を含め当社の企業価値ひいては株主共同の利益を侵害す

るおそれのある当社株式の大規模な買付け等を行う者は、当社の財務及び事

業の方針の決定を支配するものとして不適切であると考えており、このよう

な者による当社株式の買付け等に対しては、必要かつ相当な対抗措置を採る

ことにより、株主の皆様に大規模な買付け等に応じるかどうかを検討するた

めの情報・時間を確保するとともに、当社の企業価値ひいては株主の皆様の

共同の利益を守る必要があると考えております。

(2)当社の財産の有効な活用､適切な企業集団の形成その他基本方針の実現に資

する特別な取組みの概要

1.第75回定時株主総会招集ご通知、経営方針の(1)、(3)、(4)、(10頁から

11頁)をご参照ください。
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株式会社の支配に関する基本方針

(3)基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定

が支配されることを防止するための取組みの概要

当社は、2013年５月15日開催の取締役会において、基本方針に照らして不

適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組みとして、当社の20％以上の株式の取得行為に関する対応策

(以下、｢本プラン｣という。)を導入しております。本プランの概要は以下の

とおりです。

①取締役会は、当社の20％以上の株式の取得行為(以下、「特定買収行為」

という。)を企図する者に対して、特定買収行為に関する提案(9頁イから

10頁ト記載の事項)に関連する情報として当社が合理的に求める必要情報

が記載されるものとします。必要情報が記載された当該提案(以下、｢買

収提案｣といい、買収提案を行った者を｢買収提案者｣という。)を予め書

面により当社に提出し確認決議を求めるよう要請するものとし、特定買

収行為を企図する者は、その実行に先立ち買収提案を提出して確認決議

を求めるものとします。｢確認決議｣とは、独立委員会が行った勧告決議

を受けてなされる本新株予約権の無償割当てを行わない旨の取締役会決

議をいいます。

②本プランの適正な運用を図り、取締役会の恣意的判断の防止、判断の客

観性の担保・合理性を担保するため、取締役会は、受領した買収提案

を、独立委員会に速やかに付議します。独立委員会は、買収提案を検討

し、当該買収提案について取締役会が確認決議を行うべきである旨を勧

告する決議(以下、｢勧告決議｣という。)を行うかどうかを審議するほ

か、取締役会から付議されるその他の事項を審議するものとし、その決

議は全員の過半数により行うものとします。独立委員会は３名以上で構

成され、独立委員会の委員は、当社の業務執行を行う経営陣から独立し

ている、社外取締役(それらの補欠者を含む)及び社外有識者(弁護士、公

認会計士、大学教授等)から、取締役会により選任されるものとします。

③取締役会は、独立委員会から勧告決議がなされた場合、独立委員会の勧

告決議を最大限尊重のうえ、その判断において確認決議を行うものとし

ます。取締役会は、確認決議を受けた買収提案に対して、本新株予約権

の無償割当てを行うことができないものとします。取締役会の検討・審

議期間は、買収提案受領日から60日(対価を円貨の現金のみとした買付上

限株数を設けない買収提案以外の場合には90日)以内とします。合理的理

由がある場合に限り、30日を上限として検討・審議期間が延長されるこ
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株式会社の支配に関する基本方針

とがありえます。

④取締役会における確認決議及び独立委員会における勧告決議に係る検

討・審議は、当該買収提案が企業価値及び株主共同の利益の確保・向上

に適うものであるかどうかの観点(９頁イから10頁トの観点を含む。)か

ら真摯に行われるものとします。９頁イから10頁トに掲げる事項が全て

充たされていると認められる買収提案については、取締役会は確認決議

を行わなければならないものとします。また、独立委員会は、取締役会

に対して確認決議を行うべきでない旨を勧告することもできるものとし

ます。

イ. 下記のいずれの類型にも該当しないこと

(a)株式を買い占め、その株式について当社又はその関係者に対して高値で買取りを

要求する行為

(b)当社を一時的に支配して当社の重要な資産等を移転させるなど、当社の犠牲の下

に買収提案者又はそのグループ会社その他の関係者の利益を実現する経営を行う

行為

(c)当社の資産を買収提案者又はそのグループ会社その他の関係者の債務の担保や弁

済原資として流用する行為

(d)当社の経営を一時的に支配して将来の事業展開、商品開発等に必要な資産や資金

を減少させてその処分利益をもって一時的な高配当やそれによる株価の急騰をね

らって高値で売り抜けるなど、当社の継続的発展を犠牲にして一時的な高い収益

その他のリターンを得ようとする行為

(e)その他、当社の株主、取引先、顧客、従業員等を含む当社の利害関係者の利益を

不当に害することで買収提案者又はそのグループ会社その他の関係者が利益をあ

げる態様の行為

ロ. 当該買収提案に係る取引の仕組み及び内容等が、関連する法令及び規則等を遵守した

ものであること

ハ. 当該買収提案に係る取引の仕組み及び内容が、強圧的二段階買付(最初の買付けで全

株式の買付けを勧誘することなく、二段階目の買付条件を不利に設定し、あるいは明

確にしないで、公開買付け等の株式買付けを行うことをいう。)その他買収に応じる

ことを当社株主に事実上強要するおそれがあるものではないこと

ニ. 当該買収提案を検討するために必要でかつ虚偽のない情報が、当社の要請等に応じて

適時に提供されていること、その他本プランの手続に即した真摯な対応がなされてい

ること

ホ. 当該買収提案を当社が検討(代替案を検討し当社株主に対して提示することを含む。)

するための期間(買収提案の受領日から60日(対価を円貨の現金のみとした買付上限株

数を設けない買収提案以外の場合には90日。なお、これらの日数を超える合理的理由

がある場合は30日を上限として延長可能。))が確保されていること
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ヘ. 当社の本源的価値に照らして不十分又は不適切であると認められる条件による買収提

案ではないこと

ト. その他企業価値及び株主共同の利益の確保・向上に適うものであると合理的に認めら

れること

⑤確認決議を得ない特定買収行為が行われた場合、取締役会は、特定買収

者(確認決議を得ない特定買収行為を行った者)が出現した旨の開示のほ

か、無償割当ての基準日、無償割当ての効力発生日その他本新株予約権

の無償割当てに関する必要事項を決定する決議を行い、決定された事項

を公表の上、本新株予約権の無償割当てを実行するものとします。但

し、無償割当ての基準日以前の日で取締役会が定める日までに、特定買

収行為による脅威がなくなったと認められるような一定の場合に限り、

当該日までに、決議を行った本新株予約権の無償割当ての効力を生じさ

せない旨を決議することができます。

(4)取締役会の判断及びその理由

本プランは、企業価値及び株主共同の利益の確保・向上を目的として導入

されるものですが、その合理性を高めるために以下のような特段の工夫を施

しております。

①本プランの存続にあたっての株主意思の確認

当社は、株主の皆様の意思を適切に反映させるため、2022年６月29日開

催の第74回定時株主総会において、本プランの存続について株主の皆様

にお諮りし、ご承認いただいております（以下、「本承認」とい

う。）。取締役会は本承認内容に服したうえで、本新株予約権の無償割

当てに関する事項や本プランの円滑な実行に必要な事項・措置を定める

こととなっております。

②本プランに対する株主意思の反映

本プランは、当社の株主総会で選任された取締役により構成される当社

取締役会の決議をもって廃止することができるものとされており、デッ

ドハンド型の買収防衛策ではありません。また、当社の取締役（監査等

委員を除く）の任期は１年となっておりますので、たとえ本プランの有

効期間の満了前であっても、取締役の選任を通じて株主の皆様のご意向

を示して頂くことが可能であり、いわゆるスローハンド型の買収防衛策

でもありません。従いまして、本プランの廃止・変更には株主の皆様の

ご意思が十分反映される仕組みになっております。
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（注） 本事業報告の記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

③独立委員会による勧告

本プランにおける判断の中立性を担保するため、当社の業務執行を行う

経営陣から独立している、社外取締役(それらの補欠者を含む)ならびに

社外有識者(弁護士、公認会計士、大学教授等)から構成される独立委員

会が、買収提案の内容につき検討を行い、企業価値及び株主共同の利益

の確保・向上に適うものであるかどうかの観点から、買収提案について

確認決議を行うべきである旨の勧告決議を行うかどうか、真摯に審議し

ます。

　そして、独立委員会から取締役会に対し、確認決議を行うべきである

旨の勧告決議がなされた場合、取締役会は、独立委員会の当該勧告決議

を最大限尊重しなければならないこととされています。

④客観性を高めるための仕組み

取締役会は、９頁イから10頁トに掲げる事項が全て充たされていると認

められる買収提案については、確認決議を行わなければならないものと

しており、客観性を高めるための仕組みが採られています。

⑤本総会承認の有効期間の設定等

本承認及び本プランの有効期間を2022年６月29日開催の第74回定時株主

総会から３年に設定しております。但し、本プランの有効期間の満了前

であっても、取締役会は、取締役会決議により、本プランを廃止するこ

とができます。また、取締役会は、本承認及び本プランの有効期間中、

関連する法令等及び金融商品取引所規則の改正若しくはこれらの解釈・

運用の変更、又は税制、裁判例等の変更を踏まえ、本承認の範囲内で、

独立委員会の承認を得たうえで、必要に応じて本プランを見直し、又は

変更する場合があります。３年が経過した時点で、取締役会は、附帯条

件の見直し等を含め、改めて株主意思の確認を行い、株主の皆様にご判

断いただくことを予定しております。

⑥政府指針の適法性・合理性の要件を全て充たしていること

本プランは、経済産業省及び法務省が定めた2005年５月27日付｢企業価

値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針｣が

求める適法性の要件(新株予約権等の発行の差止めを受けることがないた

めに充たすべき要件)、合理性の要件(株主や投資家等関係者の理解を得

るための要件)を全て充たしております。また、経済産業省企業価値研究

会の2008年６月30日付報告書｢近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策

の在り方｣の提言内容にも合致しております。
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連　結　注　記　表

Ⅰ. 継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

Ⅱ. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

１. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の状況

連結子会社の数 ７社

連結子会社の名称 SAKAI AMERICA, INC.

P.T. SAKAI INDONESIA

P.T. SAKAI SALES AND SERVICES ASIA

酒井工程机械（上海）有限公司

酒井機工株式会社

東京フジ株式会社

株式会社コモド

連結子会社のP.T. SAKAI ROAD MACHINERY INDONESIAは、2022年４月１日にP.T. SAKAI 

INDONESIAを存続会社とする吸収合併により消滅しております。これにより、当連結会計年

度よりP.T. SAKAI ROAD MACHINERY INDONESIAは、連結範囲から除外しております。

(2) 非連結子会社の状況

非連結子会社の数 １社

非連結子会社の名称 サカイエンジニアリング株式会社

連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期

純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を

及ぼしていないためであります。

２. 持分法適用に関する事項

持分法適用会社はありません。

非連結子会社に対する投資については、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等から見て、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しておりま

す。

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、P.T. SAKAI INDONESIA、P.T. SAKAI SALES AND SERVICES ASIA、酒井

工程机械（上海）有限公司の決算日は12月31日であります。連結決算日との差が３ヶ月以内

であるため、当該連結子会社の事業年度に係る計算書類を基礎として連結を行い、連結決算

日との間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

－ 12 －



2023/05/26 15:50:35 / 22946289_酒井重工業株式会社_招集通知

連結注記表

その他有価証券 市場価格のない株式等

以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

建物及び構築物 ７～50年

機械装置及び運搬具 ３～10年

工具器具及び備品 ２～15年

４. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

満期保有目的債券 償却原価法（定額法）

② デリバティブ 時価法

③ 棚卸資産

製品・仕掛品 総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

商品

商品・輸入商品 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）

仕入部品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

原材料 総平均法及び移動平均法による原価法（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用して

おります。また、在外子会社については定額法によっております。

なお、主な耐用年数は在外子会社を含め以下のとおりであります。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

売上債権及び貸付金等の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

② 製品保証引当金

製品の保証期間に発生した費用の支出に備えるため、過去の実績の製品売上高に対す

る比率を算定して当連結会計年度の売上高に乗じた額を計上しております。

また、個別に保証対応が見込まれる場合は、将来発生する修理費用の見積額を計上し

ております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

一部の国内子会社は、退職給付に係る債務及び退職給付費用の計算に、退職給付に係

る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しておりま

す。

また、一部の海外子会社は、以下の方法によっております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属

させる方法については、期間定額基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することとしております。

過去勤務費用は、その発生時に費用処理しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社では、主に建設機械を製造し国内外に販売する他、関連するその

他の事業活動を展開しております。これらの提供は、約束した財またはサービスの支配

が顧客に移転した時点で、当該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で

収益を認識しております。

なお、企業会計基準適用指針第30号「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項

に定める代替的な取扱いを適用し、国内の製商品の販売において、出荷時から当該製商

品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益

を認識しております。

また、顧客との契約に基づく当該製品の引き渡し後に生じた製品の欠陥による故障に

対して無償で修理または交換を行う製品保証義務を有しております。当該保証義務は、

製品が顧客との契約に定められた仕様に従って意図したとおりに機能するという保証を

顧客に提供するものであるため、製品保証引当金として認識しております。
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(6) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

① 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しておりま

す。

② ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

為替予約の付されている外貨建金銭債権債務については振当処理の要件を充たす場

合は振当処理によっております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建金銭債権債務

ヘッジ方針

将来の為替変動によるリスク回避及び金利変動によるリスク回避を目的とし、投機

的な取引は行っておりません。

ヘッジ有効性評価の方法

外貨建金銭債権債務の振当要件に該当するため、ヘッジ効果が極めて高いことから

事前・事後の検証は行っておりません。

Ⅲ. 会計方針の変更に関する注記

（ASU第2016-02号「リース」の適用）

米国会計基準を適用している在外子会社において、ASU第2016-02号「リース」（2016年

２月25日。以下「ASU第2016-02号」という。）を当連結会計年度より適用しております。

ASU第2016-02号の適用により、借手のリースは、原則としてすべてのリースについて資

産及び負債を認識しております。当該会計基準の適用にあたっては、経過措置として認め

られている当該会計基準の適用による累積的影響を適用開始日に認識する方法を採用して

おります。

なお、当連結会計年度において、連結計算書類に与える影響は軽微です。
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連結注記表

Ⅳ. 会計上の見積りに関する注記

製品保証引当金

（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額　336,364千円

（２）会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

製品の保証期間に発生した費用の支出に備えるため、過去の実績の製品売上高に対

する比率を算定して製品の保証期間にかかる連結会計年度の売上高に乗じた額を計上

しております（“一般部分”)。

また、個別に保証対応が見込まれる場合は、将来発生する修理費用の見積額を計上

しております(“個別部分”)。

一般部分は、当連結会計年度の製品売上高に将来発生する保証費用の割合を乗じ計

上しております。修理費用は保証期間に発生した交換部品及び開発製造業務に起因す

る修理費を算定に用いております。

個別部分は、製品における設計・製造上の過誤などによる重要な欠陥等があること

が判明し、法令の規定や自主的に無償修理・交換・返金・改修などの措置が必要と判

明した保証対応について、対象機種の交換部品の原価、作業工賃（工程別）、該当台

数及び責任負担割合などにより合理的に見積もることができる範囲で計上しておりま

す。

② 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

一般部分は当連結会計年度を含む過去３～５年間における製品売上高に対する修理

費用の割合を将来発生する費用の比率と仮定しております。

個別部分の主要な仮定は将来の交換部品の原価及び作業工賃（工程別）でありま

す。交換部品の原価は在庫金額を用いて、作業工賃（工程別）は発生した地域の人件

費などを考慮し算出しております。該当台数及び責任負担割合は販売実績及び修理発

生原因の調査による取引先との負担割合予想または合意額を考慮し算出しておりま

す。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類等に与える影響

実際の保証額、修理費用は見積りと異なる事があり、製品保証引当金の追加計上の

必要性が生じる可能性があります。

－ 16 －



2023/05/26 15:50:35 / 22946289_酒井重工業株式会社_招集通知
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投資有価証券 279,807千円

建物 11,388千円

土地 139,690千円

建物 11,388千円

土地 139,690千円

短期借入金 600,000千円

（うち工場財団設定分） (500,000千円)

２. 有形固定資産の減価償却累計額 10,410,230千円

受取手形 648,877千円

売掛金 7,420,008千円

Ⅴ. 連結貸借対照表に関する注記

１. 担保に供している資産及び担保付債務

担保資産

上記のうち工場財団設定分

担保付債務

３. 受取手形及び売掛金のうち、顧客との契約から生じた債権の金額は、それぞれ

以下のとおりであります。
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連結注記表

普通株式 4,392,117株

(1) 配当金支払額等

イ. 2022年６月29日開催の第74回定時株主総会決議による配当に関する事項

配当金の総額 442,069,740円

１株当たり配当額 105.0円

基準日 2022年３月31日

効力発生日 2022年６月30日

ロ. 2022年11月11日開催の取締役会決議による配当に関する事項

配当金の総額 338,886,400円

１株当たり配当額 80.0円

基準日 2022年９月30日

効力発生日 2022年12月12日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

2023年６月29日開催の第75回定時株主総会において次のとおり付議致します。

配当金の総額 508,297,080円

１株当たり配当額 120.0円

基準日 2023年３月31日

効力発生日 2023年６月30日

Ⅵ. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

１. 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

２. 剰余金の配当に関する事項
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連結貸借対照表計上額(*1) 時 価 ( * 1 ) 差 額

投資有価証券(*2) 3,782,421 3,782,421 －

資産計 3,782,421 3,782,421 －

長期借入金(*3) 180,520 180,520 －

負債計 180,520 180,520 －

デリバティブ取引(*4) (97,637) (97,637) －

Ⅶ. 金融商品に関する注記

１. 金融商品の状況に関する事項

当企業グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの

借入により資金を調達しております。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、販売管理規程に沿ってリスク低減を図っ

ております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに

時価の把握を行っております。

一部の売掛金については、為替変動リスクを軽減するために為替予約取引を実施しており

ます。なお、デリバティブ取引は、デリバティブ管理規程に従い、実需の範囲で行うことと

しております。

２. 金融商品の時価等に関する事項

2023年３月31日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及

びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

(*1)現金及び預金、受取手形及び売掛金、電子記録債権、支払手形及び買掛金、電子記録債務、短期借

入金は短期間で決済され、時価が帳簿価額に近似していることから、注記を省略しております。

(*2)市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額44,191千円）は、投資有価証券には含めておりませ

ん。

(*3)１年内返済予定の長期借入金122,268千円については、長期借入金に含めて記載しております。

(*4)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務とな

る項目については、（ ）で記載しております。
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 3,782,421 － － 3,782,421

資産計 3,782,421 － － 3,782,421

デリバティブ取引 － 97,637 － 97,637

負債計 － 97,637 － 97,637

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 180,520 － 180,520

負債計 － 180,520 － 180,520

３.金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産または負債の活発な市場における（無調整の）相場価格に

より算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプッ

トを用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時

価を分類しております。

①　時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（単位：千円）

②　時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております、上場株式は活発な市場で取引されている

ため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率

を基に、割引現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

デリバティブ取引

為替予約の時価は、金利や為替レート等の観察可能なインプットを用いて算定しており、

レベル２の時価に分類しております。
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１. １株当たり純資産額 5,957円01銭

２. １株当たり当期純利益 400円75銭

報告セグメント
合計

日本 米国 インドネシア 中国

日本 15,208,870 － － － 15,208,870

北米 － 7,751,729 － － 7,751,729

アジア 4,818,426 － 2,656,996 320,906 7,796,330

その他 703,015 － － － 703,015

外部顧客への売上高 20,730,312 7,751,729 2,656,996 320,906 31,459,945

Ⅷ. １株当たり情報に関する注記

Ⅸ. 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

Ⅹ.収益認識に関する注記

１.顧客との契約から生じる収益の分解した情報

当企業グループの主たる地域別の収益の分解と報告セグメントとの関連は次のとおりで

あります。

（単位：千円）

（注）主要な財またはサービスラインは、主に道路建設機械です。また、収益認識の時期は、すべて

一時点で認識されます。

２.顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、Ⅱ.連結計算書類作成のための基本となる重要な

事項に関する注記、４．会計方針に関する事項（5）重要な収益及び費用の計上基準に記載の

とおりです。
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受取手形及び売掛金 当連結会計年度

期首残高 7,137,752千円

期末残高 8,068,886千円

３．当期及び翌期以降の収益を理解するための情報

顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並

びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると

見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権及び契約負債の内訳は、以下のとおりであります。

（注）契約負債は、金額的重要性が低いため記載を省略しております。
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その他有価証券 市場価格のない株式等

以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

個　別　注　記　表

Ⅰ. 継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

Ⅱ. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

満期保有目的債券 償却原価法（定額法）

関係会社株式 移動平均法による原価法

(2) デリバティブ 時価法

(3) 棚卸資産

製品・仕掛品 総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）

商品

商品・輸入商品 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）

仕入部品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）

原材料 総平均法及び移動平均法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
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建物 15～50年

構築物 ７～50年

機械装置 ３～10年

車両運搬具 ４～６年

工具器具備品 ２～15年

２. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用してお

ります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権及び貸付金等の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

(2) 製品保証引当金

製品の保証期間に発生した費用の支出に備えるため、過去の実績の製品売上高に対する

比率を算定して、当事業年度の売上高に乗じた額を計上しております。

また、個別に保証対応が見込まれる場合は、将来発生する修理費用の見積額を計上して

おります。
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４. 重要な収益及び費用の計上基準

当社では、主に建設機械を製造し国内外に販売する他、関連するその他の事業活動を展

開しております。これらの提供は、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時

点で、当該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しておりま

す。

なお、企業会計基準適用指針第30号「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に

定める代替的な取扱いを適用し、国内の製商品の販売において、出荷時から当該製商品の

支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識

しております。

また、顧客との契約に基づく当該製品の引き渡し後に生じた製品の欠陥による故障に対

して無償で修理または交換を行う製品保証義務を有しております。当該保証義務は、製品

が顧客との契約に定められた仕様に従って意図したとおりに機能するという保証を顧客に

提供するものであるため、製品保証引当金として認識しております。

５. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1）外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

(2）ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

為替予約の付されている外貨建金銭債権債務については振当処理の要件を充たす場合

は振当処理によっております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段  ヘッジ対象

為替予約  外貨建金銭債権債務

ヘッジ方針

将来の為替変動によるリスク回避及び金利変動によるリスク回避を目的とし、投機的

な取引は行っておりません。

ヘッジ有効性評価の方法

外貨建金銭債権債務の振当要件に該当するため、ヘッジ効果が極めて高いことから事

前・事後の検証は行っておりません。
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Ⅲ. 会計上の見積りに関する注記

製品保証引当金

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額　106,000千円

（２）会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報

①当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

製品の保証期間に発生した費用の支出に備えるため、過去の実績の製品売上高に対

する比率を算定して当事業年度の売上高に乗じた額を計上しております（“一般部

分”)。

また、個別に保証対応が見込まれる場合は、将来発生する修理費用の見積額を計上

しております(“個別部分”)。

一般部分は、当事業年度の製品売上高に将来発生する保証費用の割合を乗じ計上し

ております。修理費用は保証期間に発生した交換部品及び開発製造業務に起因する修

理費を算定に用いております。

個別部分は、製品における設計・製造上の過誤などによる重要な欠陥等があること

が判明し、法令の規定や自主的に無償修理・交換・返金・改修などの措置が必要と判

明した保証対応について、対象機種の交換部品の原価、作業工賃（工程別）、該当台

数及び責任負担割合などにより合理的に見積もることができる範囲で計上しておりま

す。

②当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

一般部分は当事業年度を含む過去５年間における製品売上高に対する修理費用の割

合を将来発生する費用の比率と仮定しております。

個別部分の主要な仮定は将来の交換部品の原価及び作業工賃（工程別）でありま

す。交換部品の原価は在庫金額を用いて、作業工賃（工程別）は発生した地域の人件

費などを考慮し算出しております。該当台数及び責任負担割合は販売実績及び修理発

生原因の調査による取引先との負担割合予想または合意額を考慮し算出しておりま

す。

③翌事業年度の計算書類等に与える影響

実際の保証額、修理費用は見積りと異なる事があり、製品保証引当金の追加計上の

必要性が生じる可能性があります。
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個別注記表

投資有価証券 279,807千円

建物 11,388千円

土地 139,690千円

建物 11,388千円

土地 139,690千円

短期借入金 600,000千円

（うち工場財団設定分） (500,000千円)

２. 有形固定資産の減価償却累計額 7,248,756千円

SAKAI AMERICA, INC. 2,270,010千円（17,000千米ドル）(※)

P.T. SAKAI INDONESIA 80,118千円（600千米ドル）

P.T. SAKAI SALES AND SERVICES ASIA  40,059千円（300千米ドル）

酒井工程机械（上海）有限公司 372,864千円（19,200千人民元）

東京フジ株式会社 276,660千円

(※)貸付債権譲渡に伴う遡及義務 1,201,770千円（9,000千米ドル）

短期金銭債権 2,442,539千円

短期金銭債務 905,545千円

Ⅳ. 貸借対照表に関する注記

１. 担保に供している資産及び担保付債務

担保資産

上記のうち工場財団設定分

担保付債務

３. 保証債務

関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

４. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）
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個別注記表

売上高 3,845,898千円

仕入高 5,983,860千円

販売費及び一般管理費 22,949千円

関係会社との営業取引以外の取引高 20,776千円

Ⅴ. 損益計算書に関する注記

関係会社との営業取引による取引高

Ⅵ. 株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　156,308株

Ⅶ. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、関係会社株式評価損及び未払賞与等であり、回収可能性

が認められないものには、評価性引当額を計上しております。

繰延税金負債の発生の主な原因は、固定資産圧縮積立金、その他有価証券評価差額金であり

ます。
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個別注記表

種 類
会社等の名称
又 は 氏 名

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取 引 内 容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

役 員 及 び
その近親者

酒 井 一 郎
（被所有）

直接　3.3％
代表取締役社長

金銭報酬債権の
現物出資（注）

17,304 － －

役 員 及 び
その近親者

水 内 健 一
（被所有）

直接　0.4％
取締役
専務執行役員

金銭報酬債権の
現物出資（注）

10,382 － －

属性 会社等の名称 所在地
資 本 金
又 は
出 資 金

事業の
内容

議決権等
の 所 有
(被所有)
割 合

関 連
当 事 者
との関係

取引の内容
取 引 金 額
（ 千 円 ）

科 目
期末残高
（千円）

子会社 SAKAI AMERICA, INC.

米国
ジョージ
ア州
アデアー
ズビル

5,700千
US＄

建設機械
の製造・
販 売

所有
直接 100％

当社製品等
の製造販売
役員の兼任
３名

製品、部品の
販売等(注１)

2,451,393 売 掛 金 1,346,227

債務保証(注２) 2,270,010

子会社
P . T .  S A K A I
I N D O N E S I A

インドネ
シア
西ジャワ
州
ブカシ市

12,750千
US＄

建設機械
の製造・
販 売

所有
直接　99％
間接　 1％

当社製品等
の製造販売
役員の兼任
４名

製品・部品の
購 入
( 注 １ )

3,707,492 買 掛 金 251,305

債務保証(注２) 80,118

子会社
P . T .  S A K A I
S A L E S  A N D
SERVICES ASIA

インドネ
シア
西ジャワ
州
ブカシ市

900千
US＄

建設機械
の製造・
販 売

所有
直接　99％
間接　 1％

当社製品等
の製造販売
役員の兼任
４名

債務保証(注２) 40,059 － －

子会社
酒 井 工 程 机 械
(上海)有限公司

中国
上海市

5,800千
US＄

建設機械
の製造・
販 売

所有
直接 100％

当社製品等
の製造販売
役員の兼任
１名

利息の受取(注３) 3,215 短期貸付金 280,800

債務保証(注２) 372,864

子会社 東京フジ株式会社
埼玉県
鴻巣市

72,000千円
建設機械
の製造・
販 売

所有
直接 100％

当社製品等
の設計、製
造販売
役員の兼任
2名

製品・部品の
購 入
( 注 １ )

1,218,690 買 掛 金 557,687

債務保証(注２) 276,660

Ⅷ. 関連当事者との取引に関する注記

１. 親会社及び法人主要株主等

該当事項はありません。

２. 役員及び個人主要株主等

（注）譲渡制限付株式報酬制度に伴う金銭報酬債権の現物出資であります。

３. 子会社等
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個別注記表

１. １株当たり純資産額 4,189円31銭

２. １株当たり当期純利益 102円76銭

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含

まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）販売及び購入については、市場における競争力・コスト等を勘案して決定してお

ります。

（注２）債務保証取引については、子会社に対して保証を行っており、当社が保証を受け

ている取引はありません。なお、SAKAI AMERICA, INC.については、貸付債権譲

渡に伴う遡及義務1,201,770千円が含まれております。

（注３）酒井工程机械（上海）有限公司に対する資金の貸付については、市場金利を勘案

して利率を合理的に決定しております。

Ⅸ. １株当たり情報に関する注記

Ⅹ. 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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